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世界の中の日本

１９７０年代

世界人口 約４０億人

近代工業国家人口 約６億人 ・・・ 約１５％

２０００年初頭

世界人口 約６０億人

近代工業国家人口 約２０億人 ・・・ 約３０％

アジア・南米・中国・インド・東欧・ロシア ＜ＢＲＩＣS＞
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材料

付加価値

ヒ ト

モ ノ カ ネ

付加価値の分配
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企業活動のサイクル

【１年目】 企 業 人件費

金融費用→ 銀行など

原材料
賃借料 → 地主など

租税公課→ 地方自治体など

減価償却費

課税前利益

法人税 配当金

役員賞与

【２年目】 企 業
人件費

金融費用→ 銀行など

賃借料 → 地主など

租税公課→ 地方自治体など

減価償却費

課税前利益

法人税 配当金

役員賞与

内部留保

原材料

内部留保

内部留保

（次年度へ）

（次年度へ）

（労働）

（資本）

（労働）

（資本）

原材料費

付加価値

売上

原材料費

付加価値

売上
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総額人件費管理の観点

（2007年　調査産業計、事業所規模30人以上、単位：円）

所定内給与 273,625 （100.0） ［58.7］

現金給与総額 所定外給与 26,157 （9.6） ［5.6］
総額人件費 377,731
466,203 （138.0） 賞与・一時金 77,949 （28.5） ［16.7］

（170.4） ［81.0］
［100.0］ 現金給与以外の人件費 退職金等 27,748 （10.1） ［6.0］

88,472
（32.3） 法定福利費 46,845 （17.1） ［10.0］
［19.0］

法定外福利費 9,635 （3.5） ［2.1］

現物給与 997 （0.4） ［0.2］

教育訓練費 1,554 （0.6） ［0.3］

その他 1,693 （0.6） ［0.4］

資料：１）厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2007年）
　　　２）同上「就労条件総合調査」（2006年）
　注：１）（　）＝所定内給与を100とした割合、［　］＝総額人件費を100とした割合
　　　２）所定内給与、時間外手当、賞与・一時金は資料１)による。
          それ以外の項目は資料２）の構成比をもとに推計。
　　　３）四捨五入の関係により、（　）［　］内の合計は必ずしも一致しない。

総額人件費（1人1ヵ月当たり）の内訳 （推計値）
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～14歳人口

高齢化率

65歳～人口

15～64歳人口

人口（千人）

（西暦）

人口ピーク(2006年)

127,741千人

22,041

19.0%

(2003)

高齢化率

35.7%

35,863

出生率

出生率
1.391.29

(2003)

126 926

100,593

資料：2000年までは総務省統計局「国勢調査」、2005年以降は国立社会保障・人口問題研究所

　　　「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）中位推計」

生産年齢人口割合

68.1%

18,505

86,380

10,842

72,325

34,726

14,085

53,889

121,136

生産年齢人口

割合53.6%

我が国の人口の推移
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【２００４】

何の対策も講じなかった場合 各種対策を今後講じた場合

→約６０万人増

若年者が活躍できる若年者が活躍できる
環境の整備環境の整備

仕事と家庭の両立支援仕事と家庭の両立支援

→約１７０万人増

６５歳まで働ける社会６５歳まで働ける社会
の構築の構築

→約１００万人増
（うち女性約８０万人増）

６２６７万人 ６６００万人６６４２万人

４２万人減

１０８９万人
１１５０万人

１１０７万人

１２８０万人

４０７２万人

各種対策により
３３０万人増

【２０１５年】

４１７０万人

６０歳以上

３０～５９歳

１５～２９歳

３７５万人減

１３８９万人

９６０万人

４２９２万人

（総人口 １２，７６９万人） （総人口 １２，６２７万人）

（資料出所）２００４年の値は総務省「労働力調査」
「何も対策を講じなかった場合」は総務省「労働力調査」を用いて厚生労働省にて試算／「各種対策を今後講じた場合」は厚生労働省推計

我が国の今後10年間の雇用戦略（労働力人口の推移）
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正規雇用と非正規雇用の状況

図2-1正規雇用者と非正規雇用者の推移
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（資料出所）総務省統計局「労働力調査特別調査」、「労働力調査（詳細結果）」

　　　　（注）　　 各年２月。２００２年以降は１～３月期平均。

正規

雇用者

非正規

雇用者

06

非正規内

訳

正規雇用者は98年以降減少傾向にある。一方、非正規雇用者は増加が続いている。



9

雇用ポートフォリオの考え方

注 ： 1.雇用形態の典型的な分類
2.各グループ間の移動は可

短
期
勤
続

長
期
勤
続

定着 移動

従
業
員
側
の
考
え
方

企 業 側 の 考 え 方

資料出所：日経連 新時代の『日本的経営』」(1995年）

長期蓄積能力活用型グループ

高度専門能力活用型グループ

雇用柔軟型グループ
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雇用ポートフォリオの考え方の導入

契約雇用型従業員
高度専門能力活用型

a%

b%

c%

総雇用量

長期雇用型従業員
長期蓄積能力活用型

パートタイム従業員
雇用流動型
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共同提言に基づく施策のイメージ（「雇用安定･創出に向けた共同提言」より）

企業内での雇用維持

政府の支援

雇用調整助成金

労働市場全体

有期雇用者
（いわゆる非正規労働者）

　　　　　
人手不足・新分野での

雇用創出

雇用創出分野

職業紹介機能の強化（ワンストップ拠点の設置、カウンセリングの充実）

公的教育訓練の充実（メニューの充実、長期訓練の開発）

雇用保険制度のさらなる見直し

就労支援給付（仮称）の新設（一般会計）

（
短
期
）

（
中
長
期
）

セーフティネット

既存の職業紹介、公的職業訓練、雇用保険制度

拡充

ふるさと雇用再生特別
交付金事業

企業、労働組合の協力

共同提言に基づく施策のイメージ

企業内での雇用維持

拡充

拡充

雇用調整＝法令順守
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労働者派遣の仕組み（三者間関係）
雇用者と使用者が異なる三者間関係が、労働者

派遣制度の基本となる。

派遣元 派遣先

派遣労働者

派遣契約

雇用関係 指揮命令関係
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派遣労働者の類型と実態

日
雇
い
派
遣

①常用型・２６業務
・ソフトウェア開発、機械設計に従
事する男性が多い

・正社員希望者・・・約２７％
・今後も派遣労働者として働きたい
者の割合・・・約３０％

②登録型・２６業務
・事務機器操作、ファイリング業務
に従事する女性が多い

・正社員希望者・・・約３１％
・今後も派遣労働者として働きたい
者の割合・・・約３７％

④登録型・自由化業務
・物の製造に従事する男性、一般

事務に従事する女性が多い
・正社員希望者・・・約３７％
・今後も派遣労働者として働きたい
者の割合・・・約２８％

③常用型・自由化業務
・物の製造に従事する男性、一般
事務に従事する女性が多い

・正社員希望者・・・約３５％
・今後も派遣労働者として働きたい
者の割合・・・約３２％

禁止業務（港湾運送、建設、警備、医療関連業務）

期
間
制
限
な
し

期
間
制
限
あ
り
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労働者派遣制度の変遷

1985年 専門１３業務のみを適用対象とする。
（施行後、すぐに３業務追加し１６業務に）

労働者派遣法
施行

ポジティブ・リスト方式

← 1996年：適用対象を１６業務から２６業務に拡大

1999年

・禁止業務以外、原則解禁
・２６業務以外の自由化業務は原則１年に制限
・派遣労働者の直接雇用の努力義務

ネガティブ・リスト方式

2003年

・自由化業務の期間制限を１年から最大３年に延長
・物の製造業務への労働者派遣を解禁
・派遣労働者の雇用契約申込義務

ネガティブ・リスト方式
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